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情報公開制度の基礎知識と実務対応
拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会事業には、平素より格別のご支援・ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、近年、住民意識の高まりや制度の認識が広まり、住民からの開示請求の件数が増加しています。この
ような状況下において、行政機関としてのアカウンタビリティを果たすためには、請求内容について十分に留
意した上で、適切な対応を行うことが必要です。
　本講座では、情報公開制度の概要と知っておくべき基礎知識を学んでいただいた上で、実務上の課題について
具体的に解説いたします。また、近年、多くの自治体で問題となっている濫用的請求への対応についても解説
いたします。
　時節柄公務ご多忙の折とは存じますが、この機会にぜひ関係者の方々多数のご参加をおすすめ申しあげます。

敬　具　

13：00～17：00
10：00～16：00

2019年11月14日（木）
      　　　　　 11月15日（金）

名古屋学院大学法学部　教授

原

※宿泊料は変更になる場合がございます。

９，０００

httpｓ://www.noma.or.jp

※参加料には、別途消費税がかかります。
※銀行振込の手数料は貴団体にてご負担ください。
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講師紹介

「情報公開制度の基礎知識と実務対応」参加申込書（3173） 2019. 11/14～15

　1984年同志社大学法学部法律学科卒業後、三重県四日市市入庁。
総務部次長兼総務課長、総務部理事、会計管理者を経て、2018年４月
より現職。
　同志社大学法科大学院講師、日本公法学会会員、日本地方自治学会
会員。
　著書に『地方公務員のための法律入門［第 2 版］』（ナカニシヤ出版）、

『憲法の視点から見る条例立案の教科書』（第一法規）、『自治体職員の
ための契約事務ハンドブック』（第一法規）など

１．情報公開制度の基礎
⑴ 情報公開制度の歴史
⑵ 情報公開制度と知る権利

２．情報公開手続の概要
⑴ 情報公開手続の基本的な流れ
⑵ 情報公開請求権者
⑶ 情報公開制度の対象となる行政機関
⑷ 対象文書について 
⑸ 記録媒体

３．情報公開請求に関する手続
⑴ 原則公開
⑵ 公開手続

４．行政情報の非公開
⑴ 非公開事由の範囲と法的性格
⑵ 非公開事由の具体的内容
⑶ 公益上の理由による裁量的公開

５．公開請求に対する決定手続
⑴ 公開に関する決定
⑵ 非公開理由等の附記
⑶ 教示
⑷ 第三者保護に関する手続
⑸ 不存在決定と存否応答拒否

６．救済制度 
⑴ 不服申立て
⑵ 行政事件訴訟

７．公開決定と自治体等の責任
⑴ 自治体が負う損賠賠償責任
⑵ 情報公開と職員の責任（守秘義務との関係）
⑶ 著作権法との関係

８．情報公開制度以外による情報請求
⑴ 回答義務
⑵ 損害賠償責任
⑶ 職員としての注意すべき点は

９．濫用的な公開請求への対応
⑴ 濫用的請求の問題性 
⑵ 濫用的な公開請求への対応

原

（3.0）

※本講座のテキストとして使用する『自治体職員のための
情報公開事務ハンドブック（松村享著）』は、情報公開
制度の全体像を丁寧に解説した好著と評判です。
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29，000円
32，000円 　※別途消費税が（　 かかります　 ）


